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両
課
が
一
体
と
な
っ
て
連
携
を
と

り
な
が
ら
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き

た
い
。

委
員　

条
例
第
６
条
に
意
見
の
聴

取
と
あ
る
が
、
法
律
上
強
制
と
な

っ
て
い
な
い
か
。

答
弁　

空
家
の
所
有
者
・
管
理
者

に
必
要
が
あ
れ
ば
意
見
を
求
め
る

こ
と
が
で
き
る
と
な
っ
て
お
り
、

強
制
で
は
な
い
。

五
條
市
子
ど
も
・
子
育
て
会
議
条

例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

委
員　

現
在
の
市
・
民
間
の
保
育

園
・
幼
稚
園
の
そ
れ
ぞ
れ
の
在
籍

人
数
は
。

答
弁　

公
立
は
３
８
０
名
、
民
間

は
２
８
４
名
で
あ
る
。

委
員　

市
直
営
よ
り
も
民
間
の
方

が
建
物
等
の
面
で
安
く
な
る
の
で

は
な
い
か
と
考
え
る
が
、
今
後
の

担
当
課
の
考
え
は
。

答
弁　

民
間
へ
の
保
育
の
運
営
に

つ
い
て
は
、
今
後
の
整
備
計
画
策

定
に
向
け
た
検
討
の
中
で
教
育
委

員
会
と
連
携
し
て
ま
い
り
た
い
。

委
員　

私
立
の
保
育
園
の
充
足
率

が
１
１
０
．
７
％
で
定
員
オ
ー
バ

ー
し
人
気
が
高
く
、
反
対
に
一
部

の
公
立
の
保
育
所
で
は
３
７
．
８

％
の
所
も
あ
り
、
今
後
の
在
り
方

を
し
っ
か
り
協
議
し
す
る
必
要
が

あ
る
。
条
例
で
は
教
育
委
員
会
と

一
緒
に
保
育
担
当
課
が
考
え
て
い

く
と
な
っ
て
お
り
、
幼
稚
園
の
統

廃
合
含
め
た
幼
保
一
体
化
の
遅
れ

も
あ
る
た
め
、
そ
の
こ
と
も
踏
ま

え
て
保
育
所
の
統
合
を
し
て
い
か

な
く
て
は
な
ら
な
い
。

平
成
29
年
度
五
條
市
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

に
つ
い
て

委
員　

未
受
診
者
対
策
電
話
勧
奨

事
業
の
方
法
は
。

答
弁　

電
話
の
前
に
、
未
受
診
者

に
勧
奨
の
お
知
ら
せ
の
は
が
き
を

送
り
、
そ
こ
に
勧
奨
の
電
話
に
つ

い
て
の
お
知
ら
せ
も
掲
載
す
る
よ

う
に
考
え
て
い
る
。

平
成
29
年
度
五
條
市
介
護
保
険
特

別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
に

つ
い
て

委
員　

介
護
保
険
料
の
滞
納
に
か

か
る
３
つ
の
罰
則
の
執
行
状
況
は
。

答
弁　

１
年
以
上
の
滞
納
で
支
払

い
方
法
の
変
更
・
償
還
払
い
が
１

名
、
２
年
以
上
の
滞
納
で
給
付
額

減
額
の
３
割
負
担
は
４
名
で
あ
る
。

　
　

五
條
市
上
水
道
事
業
給
水　

　

条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

　

の
議
案
は
、
質
疑
の
結
果
、

　

起
立
採
決
を
行
う
こ
と
と
な　

　

り
、
起
立
採
決
の
結
果
、
継

　

続
審
査
と
な
り
ま
し
た
。

厚
生
建
設
常
任
委
員
会

　
五
條
市
空
家
等
対
策
協
議
会
条
例

の
制
定
に
つ
い
て　

委
員　

五
條
市
空
家
等
対
策
に
か

か
る
担
当
課
間
の
連
携
は
。

答
弁　

平
成
29
年
度
か
ら
空
家
等

対
策
計
画
の
策
定
は
生
活
環
境
課

が
行
い
、
特
定
空
家
・
危
険
空
家

の
み
を
担
当
し
て
い
る
。

委
員　

利
用
で
き
る
空
家
の
推
進

を
ま
ち
づ
く
り
推
進
課
が
担
当
す

る
な
ど
と
す
る
と
新
た
な
街
の
発

展
が
な
い
よ
う
に
思
え
る
の
で
、

同
様
の
イ
ベ
ン
ト
を
３
月
く
ら
い

に
計
画
し
て
い
る
。

衛
生
費
に
つ
い
て

委
員　

工
事
請
負
額
の
不
用
額
は
。

答
弁　

ク
リ
ー
ン
・
オ
ア
シ
ス
の

取
水
ポ
ン
プ
の
撤
去
工
事
を
、
今

年
度
の
施
設
の
解
体
工
事
に
含
め

て
撤
去
す
る
こ
と
と
し
た
た
め
。

商
工
費
に
つ
い
て

委
員　

五
條
市
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ

事
業
委
託
料
に
係
る
事
業
の
効
果

は
。

答
弁　

観
光
案
内
所
へ
の
来
場
者

６
，
２
８
６
人
の
う
ち
41
人
の
外

国
人
へ
の
対
応
が
あ
っ
た
。

　

ま
た
、
レ
ン
タ
サ
イ
ク
ル
の
貸

出
運
営
、
内
外
の
催
し
物
の
際
の

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
配
布
や
ゴ
ー
カ
ス

タ
ー
グ
ッ
ズ
販
売
等
観
光
Ｐ
Ｒ
に

取
り
組
ん
で
い
る
。

消
防
費
に
つ
い
て

委
員　

防
災
行
政
無
線
の
現
時
点

の
進
捗
は
。

答
弁　

平
成
28
年
度
で
工
事
は
全

て
完
了
し
て
い
る
。

委
員　

あ
ち
こ
ち
の
地
域
か
ら
聞

こ
え
づ
ら
い
等
の
声
あ
が
っ
て
お

り
、
ス
ピ
ー
カ
ー
の
向
き
や
音
量

調
節
・
ス
ピ
ー
カ
ー
数
を
増
や
す

検
討
等
、
早
急
に
対
応
す
る
必
要

が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

教
育
費
に
つ
い
て

委
員　

ま
ち
や
館
の
利
用
者
数
と

来
館
目
的
は
。

答
弁　

平
成
28
年
度
の
利
用
者
数

は
５
，
９
７
０
人
で
あ
る
。
団
体

客
は
伝
承
館
・
長
屋
門
・
ま
ち
や

館
と
い
う
ガ
イ
ド
の
案
内
ル
ー
ト

で
来
館
し
て
い
る
が
、
個
人
の
目

的
に
つ
い
て
は
ば
ら
つ
き
が
あ
る
。

委
員　

ま
ち
や
館
は
木
村
篤
太
郎

氏
の
生
家
で
あ
る
の
で
、
そ
れ
を

ア
ピ
ー
ル
す
れ
ば
来
館
者
増
に
結

び
つ
け
ら
れ
る
の
で
は
な
い
か
。

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

に
つ
い
て

委
員　

平
成
28
年
度
の
税
率
改
定

は
。

答
弁　

所
得
割
額
が
医
療
保
険
分

と
し
て
１
．
５
％
増
、
後
期
高
齢

者
医
療
支
援
分
は
０
．
５
％
増
、

介
護
保
険
分
が
０
．
４
％
の
増
と

な
っ
た
が
、
資
産
割
額
に
つ
い
て

は
全
て
廃
止
さ
れ
た
。

水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て

委
員　

水
道
水
の
漏
水
と
損
失
額

は
。

答
弁　

年
間
総
配
水
量
と
総
吸
水

量
を
差
し
引
い
た
数
字
が
56
万
６
，

３
２
２
立
米
で
、
有
収
率
（
総
吸

水
量
を
総
配
水
量
で
割
っ
た
も
の
）

は
８
５
．
９
％
と
な
り
、
約
14
％

が
漏
水
し
て
お
り
、
損
失
額
は
１

億
２
，
７
０
０
万
円
で
あ
る
。

委
員　

漏
水
の
対
応
は
。

答
弁　

専
門
の
漏
水
調
査
員
が
年

間
何
回
か
場
所
を
決
め
て
音
調
棒

な
ど
で
調
査
を
し
、
そ
の
都
度
修

繕
し
て
い
る
が
、
根
本
的
な
解
決

に
は
至
っ
て
い
な
い
。　

委
員　

漏
水
対
策
の
計
画
は
。

答
弁　

資
産
管
理
で
デ
ー
タ
か
ら

古
い
老
朽
管
等
の
資
産
調
査
を
行

い
、
10
年
計
画
で
更
新
す
る
計
画

を
立
て
料
金
改
定
を
試
算
し
て
い

る
。　

委
員　

漏
水
の
損
失
も
含
ん
だ
料

金
改
定
と
言
う
こ
と
で
市
民
に
負

担
を
掛
け
る
わ
け
な
の
で
、
早
急

に
漏
水
問
題
を
解
決
す
る
よ
う
計

画
的
な
対
策
を
お
願
い
す
る
。　

決
算
審
査
特
別
委
員
会

　
一
般
会
計
に
つ
い
て

民
生
費
に
つ
い
て

委
員　

五
條
キ
ッ
ズ
フ
ェ
ス
テ
ィ

バ
ル
の
開
催
委
託
料
と
事
業
評
価

報
告
は
。

答
弁　

開
催
委
託
料
は
１
８
４
万

５
，
７
７
２
円
で
、
当
日
は
約
１
，

２
０
０
人
の
来
場
者
が
あ
り
、
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果
満
足
い
た

だ
い
た
方
が
多
か
っ
た
。

委
員　

次
年
度
も
継
続
的
に
行
う

予
定
は
あ
る
か
。

答
弁　

平
成
28
年
度
は
新
体
育
館

の
記
念
イ
ベ
ン
ト
で
、
そ
の
年
限

り
の
事
業
で
あ
る
が
、
今
年
度
は



議 案 名

議
決
結
果

養
田

康

平
岡

清
司

牧
野

雅
一

窪

佳
秀

岩
本

孝

福
塚

実

山
口

耕
司

吉
田

雅
範

益
田

吉
博

大
谷

龍
雄

全

宗
部

康
寛

吉
田

正

(以下は、全議員賛成のもと原案のとおり可決・承認・同意した議案）

議　案　の　概　要

議第３９号　特別職の職員で常勤のものの給与及び旅
費に関する条例の一部改正について
議第４０号　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条
件に関する条例の一部改正について
委員会閉会中の継続審査について（議第４６号　五條
市上水道事業給水条例の一部改正について）

議　案　名

委員会閉会中の継続審査について（発議第７号　五條
市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正につ
いて）

発議第５号　受動喫煙防止対策を進めるために健康増
進法の改正を求める意見書について

平成２９年第３回９月定例会の表決結果と議決結果
○＝賛成　　●＝反対　　退＝退席　　欠＝欠席　　長 ＝議長議　案　名

特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償に関す
る条例の一部改正について

農業委員会等に関する法律の改正、附属機関の新規設置等
に伴う規定の整備を行うため。
（平成２９年１０月１日から施行）

15 意見書ほか 14表決結果と議決結果

五條市支所設置条例の一部改正について

五條市企業立地の促進等に係る市税の特別措置条例の
一部改正について

空家等対策の推進に関する特別措置法の規定に基づく五條
市空家等対策協議会を設置するため。

五條市子ども・子育て会議条例の一部改正について

五條市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条
例の一部改正について

就学前教育・保育を一体的に推進するための規定の整備を
行うため。（平成２９年１０月１日から施行）

平成２９年度五條市一般会計補正予算（第２号）議定
について

補正予算額　３億５，３９６万９千円
（地籍調査費・敷地造成工事費等追加）

●○ ●● ○○ ●●● 長 否決○ ○

●○ ○● ○○ ●●● 長 可決

○○ ○○ ○○ ○○○ 長 可決○ ○

○ ○

五條市空家等対策協議会設置条例の制定について

五條市介護保険条例の一部改正について 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部
を改正する法律による介護保険法の改正に伴う規定の整備
を行うため。（公布の日から施行）

五條市営住宅条例の一部改正について 公営住宅法施行令及び公営住宅法施行規則が改正されたた
め。（公布の日から施行）

五條市いじめ防止基本方針を踏まえ、五條市いじめ問題対
策連絡協議会等を設置するため。

五條市いじめ問題対策連絡協議会等条例の制定につ
いて

　

       

　受動喫煙を防止するには、何よりもたばこの
煙が深刻な健康被害を招くことを国民に啓発し
ていくことが重要である。
　厚生労働省の喫煙の健康影響に関する検討会
が取りまとめた報告書（たばこ白書）では、喫
煙は、肺がん、喉頭がん、胃がんなどに加え、
循環器疾患や呼吸器疾患などとも因果関係があ
り、受動喫煙は、肺がん、虚血性心疾患、脳卒
中と因果関係があることが示されている。また、
国立がん研究センターは、受動喫煙による死亡
者数を年間約１万５，０００人と推計している。
　たばこの煙による健康被害についてこうした
公表がある一方で、世界保健機関（WHO）は、
日本の受動喫煙対策を最低ランクに位置付けて
いる。この現状を脱し、2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピックに向けた我が国の受動喫煙
防止対策の取組を国際社会に発信する必要があ
る。
　そこで、国民の健康を最優先に考え、受動喫
煙防止対策の取組を進めるための罰則付き規制
を図る健康増進法の早急な改正を強く求める。
                     　　　　記
  １．対策を講じるに当たっては、準備と実施
    までの周知期間を設けること。
  ２．屋内の職場・公共の場を全面禁煙とする
　よう求める「WHOたばこ規制枠組条約第8条
　の実施のためのガイドライン」を十分考慮す
　ること。
  ３．今後、喫煙は分煙した喫煙専用室が必要
　になってくることから、屋内における規制に
　おいては、喫煙専用室の設置が困難な小規模
　飲食店に配慮すること。また、未成年者や従
　業員の受動喫煙対策を講じること。
  ４．各自治体の路上喫煙規制条例等との調整
　を視野に入れて規制を検討すること。
  　以上、地方自治法第９９条の規定により意
　見書を提出する。
     平成２９年９月２５日         
　　　　　　　　　　　　　　　 五條市議会

受動喫煙防止対策を進めるために健
康増進法の改正を求める意見書

　

議　案　の　概　要

五條市西吉野支所の地番が地籍調査により変更されたため。
（平成２９年１０月１日から施行）

平成２９年度介護保険特別会計補正予算（第１号）
議定について

補正予算額　６３２万６千円
（基金積立金・償還金追加）

平成２９年度五條市国民健康保険特別会計補正予算
（第１号）議定について

補正予算額　４８２万２千円
（特定健診受診率向上事業費追加）

介護保険法施行規則の一部改正に伴う規定の整備を行うた
め。（公布の日から施行）

○○ ○○ ○○ ○○○ 長 可決○ ○

○○ ○○ ○● ○○○ 長 可決○ ○

「全国森林環境税」の創設に関する意見書

　

　

       

　　我が国の地球温暖化対策については、２０２０
　年度及び２０２０年以降の温室効果ガス削減目標
　が国際的に約束されているが、その達成のために
　は、とりわけ森林吸収源対策の推進が不可欠とな
　っている。
　　しかしながら、森林が多く所在する山村地域の
　市町村においては、木材価格の低迷や林業従事者
　の高齢化・後継者不足に加え、急速な人口減少な
　ど、厳しい情勢にあるほか、市町村が、森林吸収
　源対策及び担い手の育成等山村対策に主体的に取
　り組むための恒久的・安定的な財源が大幅に不足
　している。
　　このような中、政府・与党は、『平成２９年　
　度税制改正大綱』において「市町村が主体となっ
　て実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、
　個人住民税均等割の枠組みの活用を含め都市・地
　方を通じて国民に等しく負担を求めることを基本
　とする森林環境税（仮称）の創設に向けて、地方
　公共団体の意見も踏まえながら、具体的な仕組み
　等について総合的に検討し、平成３０年度税制改
　正において結論を得る」との方針を示したところ
　である。
　　もとより、山村地域の市町村による森林吸収源
　対策の推進や安定した雇用の場の確保などの取組
　みは地球温暖化防止のみならず、国土の保全や地
　方創生等にもつながるものであり、そのための市
　町村の財源の強化は喫緊の課題である。
　　よって、下記の制度創設について実現を強く求
　めるものである。
                     　　　　　記
  　 平成２９年度税制改正大綱において、「市町村
　が主体となって実施する森林整備等に必要な財源
   に充てるため、個人住民税均等割の枠組みの活用
  を含め都市・地方を通じて国民に等しく負担を求
  めることを基本とする森林環境税（仮称）の創設」
  に関し、「平成３０年度税制改正において結論を
  得る」と明記されたことから、森林・林業・山村
 対策の抜本的強化を図るための「全国森林環境税」
 の早期導入を強く求める。
 　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を
 提出する。
     平成２９年９月２５日         
　　　　　　　　　　　　　　　    　五條市議会

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び
活性化に関する法律が改正されたため。(公布の日から施行)

平成２８年度各会計歳入歳出決算認定について 一般会計、国民健康保険特別会計、簡易水道特別会計、
下水道事業特別会計、墓地事業特別会計、介護保険特別
会計、大塔診療所特別会計、農業集落排水事業特別会計、
後期高齢者医療特別会計及び水道事業会計の１０会計の
平成２８年度歳入歳出決算を認定。

五條市政治倫理審査会委員の委嘱について 石田榮仁郎氏、河田智樹氏、辻信彦氏、間林耕司氏、
平山邦男氏、岡伸子氏、福谷寿加代氏の委嘱に同意。
（任期：平成２９年１０月１日から２年間）

五條市農業委員会委員の任命について 新宅一也氏、北山徹氏、池田義輝氏、川井宗二氏、小
松禎史氏、岩倉義調氏、中迫佳則氏、辻本國治氏、吉
田正材氏、中谷邦男氏、鶴田和恵氏、和田谷好司氏、
前川弓子氏、椋本芳博氏、鍵矢智民氏、井上利博氏、
橋口博美氏、井上伸浩氏、桐谷明氏の任命に同意。
（任期：平成２９年１１月２７日から３年間）
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(以下は、全議員賛成のもと原案のとおり可決・承認・同意した議案）

議　案　の　概　要

議第３９号　特別職の職員で常勤のものの給与及び旅
費に関する条例の一部改正について
議第４０号　教育長の給与、勤務時間その他の勤務条
件に関する条例の一部改正について
委員会閉会中の継続審査について（議第４６号　五條
市上水道事業給水条例の一部改正について）

議　案　名

委員会閉会中の継続審査について（発議第７号　五條
市議会議員の議員報酬等に関する条例の一部改正につ
いて）

発議第５号　受動喫煙防止対策を進めるために健康増
進法の改正を求める意見書について

平成２９年第３回９月定例会の表決結果と議決結果
○＝賛成　　●＝反対　　退＝退席　　欠＝欠席　　長 ＝議長議　案　名

特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償に関す
る条例の一部改正について

農業委員会等に関する法律の改正、附属機関の新規設置等
に伴う規定の整備を行うため。
（平成２９年１０月１日から施行）

15 意見書ほか 14表決結果と議決結果

五條市支所設置条例の一部改正について

五條市企業立地の促進等に係る市税の特別措置条例の
一部改正について

空家等対策の推進に関する特別措置法の規定に基づく五條
市空家等対策協議会を設置するため。

五條市子ども・子育て会議条例の一部改正について

五條市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条
例の一部改正について

就学前教育・保育を一体的に推進するための規定の整備を
行うため。（平成２９年１０月１日から施行）

平成２９年度五條市一般会計補正予算（第２号）議定
について

補正予算額　３億５，３９６万９千円
（地籍調査費・敷地造成工事費等追加）

●○ ●● ○○ ●●● 長 否決○ ○

●○ ○● ○○ ●●● 長 可決

○○ ○○ ○○ ○○○ 長 可決○ ○

○ ○

五條市空家等対策協議会設置条例の制定について

五條市介護保険条例の一部改正について 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部
を改正する法律による介護保険法の改正に伴う規定の整備
を行うため。（公布の日から施行）

五條市営住宅条例の一部改正について 公営住宅法施行令及び公営住宅法施行規則が改正されたた
め。（公布の日から施行）

五條市いじめ防止基本方針を踏まえ、五條市いじめ問題対
策連絡協議会等を設置するため。

五條市いじめ問題対策連絡協議会等条例の制定につ
いて

　

       

　受動喫煙を防止するには、何よりもたばこの
煙が深刻な健康被害を招くことを国民に啓発し
ていくことが重要である。
　厚生労働省の喫煙の健康影響に関する検討会
が取りまとめた報告書（たばこ白書）では、喫
煙は、肺がん、喉頭がん、胃がんなどに加え、
循環器疾患や呼吸器疾患などとも因果関係があ
り、受動喫煙は、肺がん、虚血性心疾患、脳卒
中と因果関係があることが示されている。また、
国立がん研究センターは、受動喫煙による死亡
者数を年間約１万５，０００人と推計している。
　たばこの煙による健康被害についてこうした
公表がある一方で、世界保健機関（WHO）は、
日本の受動喫煙対策を最低ランクに位置付けて
いる。この現状を脱し、2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピックに向けた我が国の受動喫煙
防止対策の取組を国際社会に発信する必要があ
る。
　そこで、国民の健康を最優先に考え、受動喫
煙防止対策の取組を進めるための罰則付き規制
を図る健康増進法の早急な改正を強く求める。
                     　　　　記
  １．対策を講じるに当たっては、準備と実施
    までの周知期間を設けること。
  ２．屋内の職場・公共の場を全面禁煙とする
　よう求める「WHOたばこ規制枠組条約第8条
　の実施のためのガイドライン」を十分考慮す
　ること。
  ３．今後、喫煙は分煙した喫煙専用室が必要
　になってくることから、屋内における規制に
　おいては、喫煙専用室の設置が困難な小規模
　飲食店に配慮すること。また、未成年者や従
　業員の受動喫煙対策を講じること。
  ４．各自治体の路上喫煙規制条例等との調整
　を視野に入れて規制を検討すること。
  　以上、地方自治法第９９条の規定により意
　見書を提出する。
     平成２９年９月２５日         
　　　　　　　　　　　　　　　 五條市議会

受動喫煙防止対策を進めるために健
康増進法の改正を求める意見書

　

議　案　の　概　要

五條市西吉野支所の地番が地籍調査により変更されたため。
（平成２９年１０月１日から施行）

平成２９年度介護保険特別会計補正予算（第１号）
議定について

補正予算額　６３２万６千円
（基金積立金・償還金追加）

平成２９年度五條市国民健康保険特別会計補正予算
（第１号）議定について

補正予算額　４８２万２千円
（特定健診受診率向上事業費追加）

介護保険法施行規則の一部改正に伴う規定の整備を行うた
め。（公布の日から施行）

○○ ○○ ○○ ○○○ 長 可決○ ○

○○ ○○ ○● ○○○ 長 可決○ ○

「全国森林環境税」の創設に関する意見書

　

　

       

　　我が国の地球温暖化対策については、２０２０
　年度及び２０２０年以降の温室効果ガス削減目標
　が国際的に約束されているが、その達成のために
　は、とりわけ森林吸収源対策の推進が不可欠とな
　っている。
　　しかしながら、森林が多く所在する山村地域の
　市町村においては、木材価格の低迷や林業従事者
　の高齢化・後継者不足に加え、急速な人口減少な
　ど、厳しい情勢にあるほか、市町村が、森林吸収
　源対策及び担い手の育成等山村対策に主体的に取
　り組むための恒久的・安定的な財源が大幅に不足
　している。
　　このような中、政府・与党は、『平成２９年　
　度税制改正大綱』において「市町村が主体となっ
　て実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、
　個人住民税均等割の枠組みの活用を含め都市・地
　方を通じて国民に等しく負担を求めることを基本
　とする森林環境税（仮称）の創設に向けて、地方
　公共団体の意見も踏まえながら、具体的な仕組み
　等について総合的に検討し、平成３０年度税制改
　正において結論を得る」との方針を示したところ
　である。
　　もとより、山村地域の市町村による森林吸収源
　対策の推進や安定した雇用の場の確保などの取組
　みは地球温暖化防止のみならず、国土の保全や地
　方創生等にもつながるものであり、そのための市
　町村の財源の強化は喫緊の課題である。
　　よって、下記の制度創設について実現を強く求
　めるものである。
                     　　　　　記
  　 平成２９年度税制改正大綱において、「市町村
　が主体となって実施する森林整備等に必要な財源
   に充てるため、個人住民税均等割の枠組みの活用
  を含め都市・地方を通じて国民に等しく負担を求
  めることを基本とする森林環境税（仮称）の創設」
  に関し、「平成３０年度税制改正において結論を
  得る」と明記されたことから、森林・林業・山村
 対策の抜本的強化を図るための「全国森林環境税」
 の早期導入を強く求める。
 　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を
 提出する。
     平成２９年９月２５日         
　　　　　　　　　　　　　　　    　五條市議会

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び
活性化に関する法律が改正されたため。(公布の日から施行)

平成２８年度各会計歳入歳出決算認定について 一般会計、国民健康保険特別会計、簡易水道特別会計、
下水道事業特別会計、墓地事業特別会計、介護保険特別
会計、大塔診療所特別会計、農業集落排水事業特別会計、
後期高齢者医療特別会計及び水道事業会計の１０会計の
平成２８年度歳入歳出決算を認定。

五條市政治倫理審査会委員の委嘱について 石田榮仁郎氏、河田智樹氏、辻信彦氏、間林耕司氏、
平山邦男氏、岡伸子氏、福谷寿加代氏の委嘱に同意。
（任期：平成２９年１０月１日から２年間）

五條市農業委員会委員の任命について 新宅一也氏、北山徹氏、池田義輝氏、川井宗二氏、小
松禎史氏、岩倉義調氏、中迫佳則氏、辻本國治氏、吉
田正材氏、中谷邦男氏、鶴田和恵氏、和田谷好司氏、
前川弓子氏、椋本芳博氏、鍵矢智民氏、井上利博氏、
橋口博美氏、井上伸浩氏、桐谷明氏の任命に同意。
（任期：平成２９年１１月２７日から３年間）
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平
成
29
年
第
３
回
９
月
定
例
会
は
、
９
月
１
日

に
開
会
、
会
期
を
26
日
ま
で
の
26
日
間
と
決
定
し
、

初
日
に
市
長
か
ら
市
政
報
告
と
提
出
議
案
の
説
明

並
び
に
教
育
長
か
ら
教
育
委
員
会
の
点
検
評
価
報

告
を
受
け
ま
し
た
。

　

本
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に
は
、
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連
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ど
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案
件
が
市
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提

案
さ
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ま
し
た
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ま
た
、
議
会
か
ら
は
、
受
動
喫
煙
防
止
対
策
を

進
め
る
た
め
に
健
康
増
進
法
の
改
正
を
求
め
る
意

見
書
や
「
全
国
森
林
環
境
税
」
の
創
設
に
関
す
る

意
見
書
な
ど
を
提
出
し
、
そ
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ぞ
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慎
重
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行
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と
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に
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名
の
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員
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般
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い
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９
月
25
日
に
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ま
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晩
秋
の
候
、
本
年
も
残
す
と
こ

ろ
２
箇
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と
な
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ま
し
た
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、
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に
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議
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で
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会
に
五
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成
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年
６
月
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に
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ま
し
た

６
月
定
例
会
の
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に
、
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長
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〜　

お
わ
び
の
言
葉　

〜

会
を
代
表
し
て
お
わ
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

今
後
は
、
議
員
と
し
て
の
品
位
と
倫
理

の
向
上
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま

す
。

　

大
変
、
申
し
訳
ご
ざ
い
ま
せ
ん
で
し
た
。

　 ※乾十郎は、代官所襲撃から櫻井寺に本陣を置く手はずを整えたと言われている五條
　　 出身の医師で、天誅組には軍医として参加しました。顕彰碑は須恵にあります。　　　　　

　　 乾十郎顕彰碑

議
会
を
傍
聴
さ
れ
る
方
に

議
案
書
等
を
貸
出
し
ま
す

　

市
議
会
で
は
、
議
会
を
傍
聴
さ
れ

る
方
に
議
案
書
・ 

会
議
予
定
表
・
報

告
書
等
の
貸
出
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

    

貸
出
し
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
本

庁
舎
２
階
の
議
会
事
務
局
ま
で
お
申

し
込
み
く
だ
さ
い
。

（
本
会
議
当
日
に
先
着
５
名
の
方
）
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in　

紀
の
川
市

　

新
庁
舎
建
設
特
別
委
員
会
は
、
こ
の
ほ
ど

和
歌
山
県
紀
の
川
市
を
訪
問
し
、
同
市
の
新

庁
舎
に
つ
い
て
視
察
研
修
を
行
い
ま
し
た
。

　

紀
の
川
市
の
新
庁
舎
は
「
コ
ン
パ
ク
ト
で

無
駄
の
な
い
シ
ン
プ
ル
な
庁
舎
」
、
「
市
民

利
用
の
立
場
に
立
っ
た
使
い
や
す
い
庁
舎
」
、

「
環
境
配
慮
を
徹
底
し
た
先
進
エ
コ
ロ
ジ
ー

庁
舎
」
、
「
災
害
時
の
防
災
拠
点
と
な
る
庁

舎
」
を
コ
ン
セ
プ
ト
に
設
計
建
設
が
進
め
ら

れ
た
地
上
７
階
地
下
１
階
で
延
べ
床
面
積
約

１
３
，
５
０
０
㎡
で
免
震
構
造
と
な
っ
て
お

り
、
平
成
23
年
10
月
か
ら
整
備
が
進
め
ら
れ
、

平
成
25
年
７
月
に
し
ゅ
ん
工
し
た
も
の
で
す
。

　

視
察
で
は
、
紀
の
川
市
の
担
当
職
員
か
ら

概
要
説
明
を
受

け
た
後
、
庁
舎

内
を
見
学
。
ま

た
、
地
下
に
設

置
さ
れ
て
い
る

免
震
施
設
の
視

察
を
行
い
ま
し

た
。

　

今
回
の
研
修

で
得
た
も
の
を

本
市
新
庁
舎
建

設
事
業
の
推
進

に
役
立
て
る
よ

う
努
め
て
ま
い

り
ま
す
。

　議長交際費は、議長が五條市議会を代表して、
議会運営上、特に必要と認める場合に予算の範囲
内で支出する経費です。
　支出にあたっては、社会通念上妥当と認められ
る範囲で、必要最小限になるよう努めています。
　平成２９年度の上半期（４月～９月）の支出状
況は、次のとおりです。
　　
☆折衝接遇経費　　　２件　　１０，０００円
☆儀礼的経費　　　　５件　　４２，０００円
☆賛助的経費　　　　３件　　４５，６８０円
    合　　　計   　    １０件　　９７，６８０円


